「個別信用購入あっせん」における与信業者の責任について : 札幌地判平成26年1月9日金法1992号74頁 by 足立 清人



















































北　星　論　集（経） 　第 55 号　第１号（通巻第 68 号）
件である。



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北　星　論　集（経） 　第 55 号　第１号（通巻第 68 号）
さしあたり，神作裕之「割賦購入あっせんに
おける抗弁権の接続と既払金の返還」クレジッ
ト研究23号77頁以下：川地宏行「第三者予信
型販売における抗弁の接続と与信業者に対す
る既払金返還請求」クレジット研究40号別冊
62頁以下：城内明「個品割賦購入あっせん取
引における信販会社に対する既払金返還請求
（上）・（下）」国民生活研究46巻1号38頁以下・
46巻2号20頁以下；同「既払金返還の前提とし
て信販会社が負う個品割賦購入あっせん（個
別信用購入あっせん）取引上の法的義務」国
民生活研究48巻1号32頁以下を参照。
18　取消後の清算関係については，後藤「割賦販
売法」321頁以下，337頁以下を参照。
19　本規定の法理の類推適用が可能になる。
20　中崎・金法1882号14頁によれば，抗弁の対抗
については，販売業者などが適切な対応を行
えば，抗弁を対抗されることはなくなるので，
与信業者が，販売業者などの適切な審査や管
理を行うことにより，抗弁の対抗により損害
を受けるリスクを減らすことができる，とさ
れる。
21　前掲・注13を参照。
22　中崎・金法1882号8・9頁，15・16頁。
23　錯誤の認定について，四宮和夫・能見善久「民
法総則［第8版］」（2010年）222頁以下を参照。
24　東京高判昭和63年3月30日判時1280号78頁は，
改正前割賦販売法30条の4（割賦販売法35条の
3の19）を類推適用して，信販会社に対しても
抗弁の対抗を認めている。
25　不法行為における過失の認定について，さし
あたり，窪田充見「不法行為法 民法を学ぶ」
（2007年）43頁以下を参照。
26　与信契約の取消権（割賦販売法35条の3の13）
は，そもそも訪問販売などの5類型の契約に適
用されるものなので，（5類型に当てはまらな
い）本件のようなケースに適用することはで
きない。しかし，本規定を消費者契約法5条の
確認的規定であると解することにより，本規
定の法理を本件のようなケースに適用してい
くことも可能になるだろう。前掲本文96・97
頁を参照。
27　本件担当行員の責任というよりも，本件支店
自体のリスク管理の問題・責任だろう。コン
プライアンスの徹底と，アクチュアルな法令・
判例（裁判例）への目配りが必要である（予
防法学）。
28　事実上の問題として，金融機関に在職する者
であれば，取引状況から，取引の相手方の信
用状況，とりわけ取引の相手方が信用上の問
題を抱えていることについて，直感的に推測
できるのではないか（と考えるのは，言い過
ぎだろうか）。
